
1

広域機関が直面する新たな課題について

２０１７年１２月１２日

電力広域的運営推進機関

報告事項（１）



2はじめに

 再生可能エネルギーの導入拡大下において、供給力や調整力を出来る限り低コストで確保する仕組みが必

要となってくることを背景に、優先的に検討を進める必要があると考えられる「需給調整市場」「容量市場」及

び「コネクト&マネージ」の概要について、今回ご説明する。



3今後の市場整備の方向性について

出所）第５回 電力システム改革貫徹のための政策小委員会 資料７（一部追記）
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/denryoku_system_kaikaku/pdf/005_07_00.pdf

需給調整市場

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/denryoku_system_kaikaku/pdf/005_07_00.pdf
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需給調整市場について



5調整力公募の実施・需給調整市場の創設

出所）第１１回制度検討作業部会 資料４
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/011_04_00.pdf

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/011_04_00.pdf


6（参考）一般送配電事業者による需給バランス・周波数維持

出所）第１１回制度検討作業部会 資料４
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/011_04_00.pdf

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/011_04_00.pdf


7需給調整市場の検討体制

出所）第１１回制度検討作業部会 資料４
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/011_04_00.pdf

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/011_04_00.pdf


8広域機関の役割

出所）第１４回制度検討作業部会 資料３
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/014_03_00.pdf

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/014_03_00.pdf
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容量市場について



10容量市場創設の背景（供給計画とりまとめを通しての視点）

 平成28年度供給計画では、
 今後、自然変動電源である風力・太陽光の導入が進む一方で、火力の稼働率は徐々に低下する見込

みであることが明らかとなり、
 また、特に中小規模の小売電気事業者からは、中長期の供給力のうち多くを「調達先未定」とする計画

が提出された。

 このため、当機関では、実効性のある供給力確保の在り方について検討を進めるよう、経済産業大臣に対して
意見提出を行っていた。（平成28年6月）

 一方、電力システム改革貫徹のための政策小委員会（以下、国の審議会）では、単に卸電力市場等に供給
力の調整機能を委ねるのではなく、一定の投資回収の予見性を確保する施策である容量メカニズムを追加で講
じ、電源の新陳代謝が市場原理を通じて適切に行われることを通じて、より効率的に中長期的に必要な供給
力・調整力が確保できるようにすることが示された。（平成29年2月）

小売電気事業者の供給力確保状況
（最大需要電力が２００万kW未満の事業者を集計）

中小規模の小売事業者が、中長期的
な需要見通しに対して確保している供
給力は約３０％程度

今後中長期的に、約１,５００万kW
の発電設備が休廃止される計画となっ
ている。

平成28年度 供給計画の取りまとめ より



11容量市場における広域機関の役割と今後の検討の進め方

出所）第3回 電力システム改革貫徹のための政策小委員会 資料３
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/denryoku_system_kaikaku/pdf/03_03_00.pdf

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/denryoku_system_kaikaku/pdf/03_03_00.pdf


12容量市場の流れ

全国大で必要な供給力・調整力の確保時期、確保量を設定
（容量市場で確保すべき供給力(容量)を設定）

容量市場
（市場管理者等）

発電Ａ 発電C発電Ｂ

小売Ａ 小売C小売Ｂ

【実需給からＸ年前にオークションを実施】

 期間中の供給力・容量確保状況等に鑑み精算を行う
 不足等があった場合は、各事業者にペナルティーを課す

Ａ．容量市場で確保すべき供給力の設定 Ｂ．発電事業者等の容量認定

事前期間

実需給後

取引期間

 容量市場における一連の流れについては以下のとおり整理できる。

• 発電事業者は、オークションを
通してkW価値（供給力）を
提供する。

• 小売事業者は、オークション
結果に従い、供給力確保に
必要な費用を支払う。

• 発電事業者は、提供したkW
価値に応じた対価を受取る。

費用支払 費用支払費用支払

対価受取対価受取対価受取
kW価値

kW価値kW価値



13（参考）投資回収のための仕組みとkWh価格の関係
電力システム改革貫徹のた
めの政策小委員会資料より
一部加筆



14最適な中長期の供給力確保策の選択

 様々な中長期の供給力確保策がある中で、容量市場が、中長期的に必要な供給力及び調整力を、最
も効率的に確保するための手段として考えられる。

中
長
期
の
供
給
力
確
保
策

容量メカニズム

人為的なスパイク

電源範囲 有

電源範囲 無
（市場大メカニズム）

補助金支払

戦略的予備力

一定の量を確保
（容量市場）

一定の価格を設定
（定額支払）

小売事業者が
自力で確保

容量オークション
（一括調達*）

独

仏

英,PJM等

ERCOT

西

*一部相対契約による容量確保を認める等の措置あり

今後の検討対象

調整力公募
（ﾘｱﾙﾀｲﾑ市場）

電源入札

整合

投資回収の予見性
を十分確保できない

再エネの拡大等に伴う
売電収入の低下は、全電源に影響

必要な供給力（容量）
を確保できない

第１回制度検討作業部会
資料より一部加筆



15約定価格のイメージ
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コネクト&マネージについて



17広域系統長期方針

 今後想定される環境変化

○徹底的な省エネルギーの推進による電力需要の伸びの鈍化

○再生可能エネルギー電源の拡大や火力電源の新設計画の増加

 中長期的な設備形成に関する課題

○上記環境変化に対し、従来のやり方（※）で必要な設備増強を実施していくと、膨大な流通
設備の増強が必要となり、結果として流通設備効率が低下し、託送料金ひいては小売電気料
金の上昇圧力になる。

※P22：（参考）広域機関が行う業務について

 今後の取り組みの方向性

○電源側と流通側コストの総合的な国民負担が抑制されるようにするため、流通設備がこれまで
以上に効率的に活用される状態を目指す。

○これまでの電源連系容量に応じて系統増強してきた考え方から、大きく発想を転換し、既存設
備の最大限の有効活用を図る。 → 想定潮流の合理化、コネクト＆マネージの取り組み

○電源側コストと流通側コストを総合的に評価し、最適な設備形成を検討する。

→ 費用対便益評価に基づく設備形成、空容量のある系統への連系促進
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現状 想定潮流の合理化
Ｎ－１電制 ノンファーム型接続

コネクト＆マネージ

運用容量
（電制有）

運用容量
（現状）

故障時
電制

平常時
抑制

想定潮流
の合理化

故障時
電制

Ｎ－１電制（故障時にシステムより瞬時に電源制限）

ノンファーム型接続（計画段階またはリアルタイムで調整）

想定潮流の合理化、コネクト＆マネージの取り組み

流通設備効率
新規電源受入可能量



19【参考】想定潮流の合理化、コネクト＆マネージの取り組み

取組 想定潮流の合理化

コネクト＆マネージ

Ｎ－１電制
（Ｎ－１故障時瞬時電源制限）

ノンファーム型接続
平常時出力抑制条件付き
電源接続

運用
制約

原則、マネージなし
Ｎ－１故障（電力設備の単一
故障）発生時に電源制限

平常時の運用容量超過で電源
抑制

設備
形成

・接続前に空容量に基づき接続可否を検討

・想定潮流が運用容量を超過で増強

・事前の空容量に係わらず、新
規接続電源の出力抑制を前
提に接続

・主に費用対便益評価に基づき
増強を判断

取組
内容

想定潮流の合理化・精度向上
・電源稼働の蓋然性評価
・自然変動電源の出力評価

Ｎ－１故障発生時に、リレーシス
テムにて瞬時に電源制限を行うこ
とで運用容量を拡大

系統制約時の出力抑制に合意
した新規発電事業者は設備増
強せずに接続

混雑
発生

（平常時）なし （平常時）なし （平常時）あり

（故障時）あり
⇒電源抑制※１で対応

（故障時）あり
⇒電源制限※２で対応

（故障時）あり

※1  給電指令による発電出力抑制
※2  リレーシステムによる瞬時の発電出力制限
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 従来は、最小需要と電源フル出力の差を想定潮流としており実態と乖離が生じる場合もあっ
たが、実潮流も参考にしつつ、最大需要、最小需要以外の需要断面について、電源の稼働
の蓋然性評価をもとに、より精緻な潮流を想定することで、空容量の拡大を図る。

エリア内ネットワーク

500kV

275kV

Ｇ

石炭

Ｌ

需要

放射状系統

LNG
(ACC)

ＧＧ

LNG
(conv)

Ｇ

最大需要電源設備量

リスク対応分を踏まえた
電源出力

石炭

kW

最小需要

8760時間

需
要

電源出力

LNG
(Conv)

LNG
(MACC)

LNG
(ACC)

需
要

需
要

需
要

想定潮流最大
（潮流想定の合理化）

LNG
(MACC)

想定潮流最大
（従来の基準）

【参考】想定潮流の合理化の概要
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Ｎ－１電制がない場合 Ｎ－１電制を前提とした場合

イ
メ
ー
ジ ・運用容量（電制無）

平常時（２回線）の運用容量は、１回線事故
時（Ｎ－１事故時）の想定潮流が１回線設備
容量を超過しない範囲で定めている

（100MW）

・新規Ｇ（100MW）の接続には増強要
Ｎ－１事故時、想定潮流（200MW）が１回

線設備容量（100MW）を超過するため

・運用容量（電制有）
Ｎ－１事故時にシステムにより瞬時に発電機を停

止（抑制）することが可能なため、 例えば、運用
容量は、故障発生前の２回線設備容量まで拡大
（200MW）

・新規Ｇ（100MW）の接続には増強不要

Ｎ－１事故時、想定潮流（100MW）が１回
線設備容量（100MW）以内となるため

【参考】N－１電制の概要

100MW/cct
×2回線

平常時

既存
Ｇ

100

100 100

新規
Ｇ

事故時

既存
Ｇ

100

100

×

×
接続不可
(増強要)

100MW/cct
×2回線

平常時

既存
Ｇ

200

100 100

新規
Ｇ

既存
Ｇ

100

100

新規
Ｇ

×

×

接続可

事故時

Ry

100MW/cct
×1回線

遮断信号
（抑制）

停止
（抑制）

100
→0

×



22（参考）広域機関が行う業務について

出所）広域機関ウェブサイト内 「広域機関概要」より
https://www.occto.or.jp/occto/about_occto/index.html

https://www.occto.or.jp/occto/about_occto/index.html

